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本経済動向調査は、埼玉県内における生産、雇用、物価、消費、企業動向など、経済関連の各
種統計指標を時系列で見ることにより、その動向を把握・分析したものです。また、統計指標

の収集・分析に加え、他の調査機関の経済関係報告の概要を取りまとめ、県経済の動向を総合
的に把握できるものとしています。 

埼玉県マスコット「コバトン」 
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１【特集】県内経済人コメント  

  

 このところの話題というと、経済のものよりも政治のものの方が
注目を集めているようです。日銀総裁人事など政治が経済に絡みそ
うな事象もあります。また、3月 21⽇には⽶国の利上げが決まりま
した。 
 しかしながら、⽇本円の⻑期⾦利は低い⽔準で落ち着いており、
市場参加者の間で、異次元緩和が早期に解除されることが想定され
ているわけではないことがうかがえます。 
 

埼玉大学経済学部准教授 丸茂 幸平 

四半期(3月、6月、9月、12月)ごとに県内の経済各分野有識者の⽅々に、⾜元の経済
動向や⾒通し等についてコメントを頂いております。 

 年初には多くの⽅が、戌年（いぬどし）に期待をかけていたとお
り、経済の状況はおおむね良いようです。 
 しかし一方で、国政の問題が株式市場にやや影響をおよぼしてい
るようですので、経済の為にも安定した政治を望むところです。 
 問題が税⾦の使い道にかかる事項にかかわることでもあり、政府
には混乱が⻑引かないよう誠実かつ迅速な対応を期待したいところ
です。 

 
一般社団法人埼玉県商工会議所連合会 会⻑ 佐伯 鋼兵 

 全国及び埼玉県中小企業団体中央会の 1月のＤＩ指標は悪化、消費
動向はさえない。 
 業績が低迷する事業主は新分野を開拓しているが、売上の落ち込み
をカバーできない。 
 一方、好調な商業者からは、リニューアル効果、来店客数の微増、
対前年売上増、活発な⾼額消費、商店街の通⾏量増などがあげられ景
気回復の恩恵と捉えている。 
 拡大するネットを介したドコモ払いなど、デジタル消費やシェアリ
ングエコノミー関連の数字は捕捉されないので、消費の回復感は統計
上みえないのだろう。 
 

埼玉県商店街振興組合連合会 理事⻑ 大木 敬治 

 埼玉県の景気は持ち直している。雇用・所得環境の改善を受けて、
個人消費が緩やかに持ち直している。 
 住宅投資はこのところやや低調な動きになっており、設備投資は前
年を下回っている。⽣産は⾜元で持ち直している。 
 先⾏きについても、雇⽤・所得環境の改善が続くなか、個⼈消費に
下支えされる形で、景気は引き続き持ち直していくとみられる。 
 

公益財団法人 埼玉りそな産業経済振興財団 
主席研究員 井上 博夫 
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２ 本県の経済概況＜県内経済の基調判断＞  
 
 
     
 

＜個別判断＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 総 合 判 断         
県経済は緩やかに回復している 
⾜下では住宅が弱含み、生産も一進一退の動きとなっているものの、雇用情勢は着実に改善し
ています。個人消費も持ち直し、消費者物価は上昇に転じつつあります。企業活動関連の指標
（倒産、景況判断、設備投資）も堅調な動きを示しています。 
「県経済は緩やかに回復している」とし、前⽉からの総合判断を据え置いています。 
 

  雇   用   改善している 
1⽉の有効求⼈倍率(季節調整済、新規学卒者除きパートタイム労働者含む)は1.31倍(前月比▲0.02ポイント、前年同⽉⽐＋0.18
ポイント)となり高水準を継続。なお、就業地ベースの有効求⼈倍率は1.52倍。完全失業率(南関東)は2.5％(前月比▲0.2ポイ
ント、前年同⽉⽐▲0.8ポイント)。県内の雇用情勢は改善している。 

  生   産   一進一退の動きとなっている 
1月の鉱工業生産指数(季節調整済、平成22年＝100)は88.6(前月比▲6.5％、前年同⽉⽐▲5.9％)。同出荷指数は88.0 
(前月比▲5.9％、前年同⽉⽐▲5.9％)。同在庫指数は114.5(前月比▲1.4％、前年同⽉⽐▲0.2％)。県内の生産活動は一進一退
の動きとなっている。 

  消費者物価  上昇に転じつつある 
1月の消費者物価指数(さいたま市、平成27年=100)は、総合で100.6(前月比▲0.3%、前年同⽉⽐+1.2％)、生鮮食品及びエネ
ルギーを除く総合指数は100.２(前月比▲0.6%、前年同⽉⽐+0.4％）と上昇に転じつつある。 

  消    費   持ち直している 
1月の家計消費支出(関東地方、2人以上世帯)は302千円(前年同⽉⽐+0.8％)となり、3か⽉連続で前年同⽉実績を上回った。1
月の県内百貨店・スーパー販売額(店舗調整前/全店)は 845億円(前年同⽉⽐+1.2%)となり、3か⽉連続で前年同⽉実
績を上回った。2⽉の新⾞登録・届出台数は 21.6千台(前年同⽉⽐▲3.0％)となり、5か⽉連続で前年同⽉実績を
下回った。個人消費は全体的に持ち直している。 

 住 宅 投 資  弱含んでいる 
1⽉の新設住宅着⼯⼾数は4,363⼾(前年同⽉⽐▲5.5％)となり、2か月連続で前年同⽉実績を下回った。住宅着⼯動向は弱含ん
でいる。 

 企 業 倒 産  低水準で推移している 
2月の倒産件数は34件(前年同⽉⽐+4件)と4か⽉ぶりに前年同⽉実績を上回った。負債総額は50.01億円(前年同⽉⽐▲1.39 
億円)となっている。企業倒産動向は件数・⾦額ともに低⽔準で推移している。 

前月からの判断推移 

 設 備 投 資  緩やかに増加している 
埼玉県産業労働部 四半期経営動向調査によると、29年10-12月に設備投資を実施した企業は2期連続で増加している。財務省
関東財務局 法人企業景気予測調査によると、29年度下期の設備投資額は全規模・全産業ベースで前年同期⽐7.6％の減少⾒込み。
29年度通期は、全規模・全産業ベースで同6.9％の減少⾒込みとなっている。 

 景 気 指 数  足踏みを示している 
2月の景気動向指数(ＣＩ一致指数)は121.8(前月比▲7.2ポイント)となり、3か⽉ぶりの下降となった。また、先⾏指数は97.0(前
月比+0.3ポイント)となり、２か月ぶりの上昇となった。(埼玉県統計課「埼玉県景気動向指数」平成30年3月分概要） 

 景 況 判 断  緩やかに回復している 
埼玉県産業労働部 四半期経営動向調査によると、29年10‐12月の「経営者の景況感」は6期連続で改善している。財務省関東
財務局 法人企業景気予測調査によると、30年1-３月の「貴社の景況判断BSI」は、全規模・全産業ベースで「下降」超に転じ
ている。 

 前月からの判断推移 

 前月からの判断推移 

 前月からの判断推移 

 前月からの判断推移 

 前月からの判断推移 

 前月からの判断推移 

前月からの判断推移 

前月からの判断推移 

 前月からの判断推移 
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３ 県内経済指標の動向  
   
 ※経済指標のうち、「前月比(季節調整値)」は経済活動の上向き、下向きの傾向を示し、 
  「前年同⽉⽐(原指数)」は量的⽔準の変動を⽰します。 
 
(１) 鉱工業指数＜生産･出荷･在庫＞  

＜個別判断＞一進一退の動きとなっている（前月からの判断推移→）           
 

 
                                 
 
 
 
 
  
 
  
 
  
 
     
  ＜参考＞生産指数の中長期推移  
     
 
  
 
 
 
  
   
   
   
   
   
   

＜生産指数＞ 
   

 ■1月の鉱工業生産指数(季節調整済値)は 88.6(前月比▲6.5%※)となり、３か月ぶりの低下
となった。前年同⽉⽐では▲5.9％となり、３か⽉連続で前年同⽉⽔準を下回った。 

 ※業種別でみると、化学工業、鉄鋼業、印刷業など 23業種中 6業種が上昇し、輸送機械工業、生産
用機械工業、業務用機械工業など 17業種が低下した。 

＜参考＞業種別生産ウエイト 
  ■県の指数は製造工業(22)と鉱業(1)の 23業種に分類されています。 
 ■埼玉県の鉱工業全体に占める業種別の生産ウエイトは以下の通り。 
   ①化学工業 18.1% ②輸送機械 12.5% ③⾷料品 10.3% ④ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 7.3% ⑤印刷業 6.2%  
   ⑥業務用機械 5.5% ⑦生産用機械 5.1% その他 35.0% 
 【出所】県「鉱工業指数」基準時=平成 22年 
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＜出荷指数＞     
 ■1月の鉱工業出荷指数(季節調整済値)は 88.0(前月比▲5.9％※)となり、2か月連続の低下
となった。前年同⽉⽐では▲5.9％となり、3か⽉連続で前年同⽉⽔準を下回った。 

 ※業種別でみると、化学工業、電気機械工業、情報通信機械工業など 23業種中 5業種が上昇し、輸
送機械工業、生産用機械工業、業務用機械工業など 18業種が低下した。 

＜参考＞業種別出荷ウエイト 
  ■埼玉県の鉱工業全体に占める業種別の出荷ウエイトは以下の通り。 
 ①輸送機械 24.7% ②化学工業 13.1% ③⾷料品 8.6% ④ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 6.2% ⑤情報通信 5.3% 
 ⑥業務用機械 4.5% ⑦電気機械 4.5% その他 33.1% 
 【出所】県「鉱工業指数」基準時=平成 22年 

＜在庫指数＞      
■1月の鉱工業在庫指数(季節調整済値)は 114.5(前月比▲1.4％※)となり、2か月ぶりに低
下した。前年同⽉⽐では▲0.2％となり、2か⽉ぶりに前年同⽉⽔準を下回った。 

 ※業種別でみると、⾮鉄⾦属工業、鉄鋼業など 20業種中 10業種が上昇し、輸送機械工業、電気機
械工業など 10業種が低下した。 
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(２) 雇用  

＜個別判断＞改善している（前月からの判断推移→）                   
   

 

 

 

 
                 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
 

 完全失業率 
・完全失業率は労働⼒⼈⼝に占める完全失業者
の割合です。 

・完全失業者とは仕事がないものの、就業を希
望しており、仕事があればすぐ就くことがで
きる者をさします。 

  鉱工業指数 
・製造業と鉱業の生産・出荷・在庫の動きを基準時点(平成 22年)を 100として指数化したものです。 
・生産指数と出荷指数は、景気の山、谷とほぼ同じ動きを示すとされ、景気動向指数の⼀致系列に⼊っています。
・埼玉県の鉱工業生産は、県内総生産の２割を超える水準となっており、生産活動の動きが景気に敏感に反応 
することから、鉱工業指数は景気観測には欠かせない指標です。 

■1月の有効求⼈倍率(季節調整値、新規学卒者除きパートタイム労働者含む)は 1.31倍(前
月比▲0.02ポイント、前年同⽉⽐＋0.18ポイント)となった。新規求⼈倍率(季節調整値)
は 1.96倍(前月比▲0.16ポイント、前年同⽉⽐＋0.18ポイント)。県内を就業地とする
求⼈数を⽤い算出した就業地ベースの有効求⼈倍率は 1.52倍。 

■1月の完全失業率(南関東)は 2.5％(前月比▲0.2ポイント、前年同⽉⽐▲0.8ポイント)。 

＜参考＞業種別在庫ウエイト 
  ■埼玉県の鉱工業全体に占める業種別の在庫ウエイトは以下の通り。 
  ①ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 13.3% ②輸送機械 12.2% ③化学工業 11.0% ④電気機械 10.2% ⑤⾦属製品 9.4% 
  ⑥電子部品 8.3% ⑦窯業土石 6.2% その他 29.4% 
 【出所】県「鉱工業指数」基準時=平成 22年 
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出所：埼玉労働局「労働市場ニュース」

新規求⼈倍率 （学卒除き・パート含む）

埼玉県新規求職申込件数 埼玉県新規求人数
新規求⼈倍率（埼⽟） 新規求⼈倍率（全国）
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％

出所： 埼玉労働局「労働市場ニュース」

完全失業率

南関東 全国
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(３) 消費者物価 

＜個別判断＞上昇に転じつつある（前月からの判断推移→）                
 

 

   
 

   
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
            
  

 消費者物価指数 
・消費者が購⼊する財やサービスなどの物価の動きを把握するために指数化された統計資料で、CPI (＝
Consumer Price Index)とも略されます。 

・一般に、当該指数が持続的に上昇(下落)基調にあるなど、持続的な物価上昇(下落)がみられる場合にインフレ
（デフレ）と判断されます。 

・日銀は平成 25年 1⽉に「物価安定の⽬標」を消費者物価の前年⽐上昇率 2％と定め、各種⾦融緩和政策を実
施・継続しています。 

■1月の消費者物価指数(さいたま市、平成 27年＝100)は総合指数で 100.6となり、前月比
▲0.3％、前年同⽉⽐は+1.2%となった。 

■生鮮食品及びエネルギーを除く総合指数は 100.2となり、前月比▲0.6％、前年同⽉⽐は
+0.4％となった。 

■前⽉⽐で上昇に寄与したのは「⾷料」などで、前年同⽉⽐で上昇に寄与したのは「⾷料」、
「光熱・水道」などであった。 

100.6

101.3
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（％）平成27年＝100

出所：総務省「消費者物価指数」・埼⽟県「消費者物価指数速報」

消費者物価指数（総合）
前年同⽉⽐(さいたま) 前年同⽉⽐(全国)
物価指数(さいたま) 物価指数(全国)
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出所：総務省「消費者物価指数」・埼⽟県「消費者物価指数速報」

消費者物価指数（⾷料(酒類除く)及びエネルギーを除く総合）
前年同⽉⽐(さいたま) 前年同⽉⽐(全国)
物価指数(さいたま) 物価指数(全国)



8 
彩の国経済の動き H30.3 

(４) 消費  

＜個別判断＞持ち直している（前月からの判断推移→）               

ア 家計消費  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                
 

イ 百貨店・スーパー販売額  

                                            
 
 

 【家計消費支出】 
・全国約９千世帯を対象とする調査から計算される１
世帯当たりの月間平均支出で、消費動向を消費した
側からつかむことができます。 

・家計消費⽀出は景気動向指数の遅⾏系列に⼊ってい
ます。核家族化により世帯人数が減少するなど、１
世帯当たりの⽀出は⻑期的に減少する傾向があり、
その影響を考慮する必要があります。 

■1月の県内百貨店・スーパー販売額(店舗調整前/全店ベース)は 845億円(前年同⽉⽐+1.2%)
と、3か⽉連続で前年同⽉実績を上回った。 

 ※業態別では百貨店(16店舗)の販売額は 174億円、前年同⽉⽐▲4.1％。スーパーマーケット（294
店舗）の販売額は 671億円、前年同⽉⽐+2.7％となった。 

【百貨店・スーパー販売額】 
・⼤型百貨店（売場⾯積が政令指定都市で 3,000㎡
以上、その他 1,500㎡以上）と大型スーパー（売
場面積 1,500㎡以上）における販売額で、消費動
向を消費された側から捉えた業界統計です。 

・専門店やコンビニ等が対象となっていないため、消
費の多様化が進むなか、消費動向全般の判断には注
意が必要です。 

・既存店とは、当⽉及び前年同⽉とも調査の対象とな
っている事業所をいい、既存店販売額は全店販売額
に比べ店舗数の増減による影響が取り除かれた指
標となっています。 

■1月の家計消費支出(関東地方、2人以上世帯)は 302千円(前年同⽉⽐+0.8％)となり、3か
⽉連続で前年同⽉実績を上回った。 

302
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出所：総務省統計局「家計調査報告」

家計消費支出（関東地方 二人以上世帯）

対前年同⽉⽐（関東） 対前年同⽉⽐（全国） 家計消費支出額（関東）
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出所：関東経済産業局「百貨店・スーパー販売の動向」

県内百貨店・スーパー販売額(店舗調整前/全店)

対前年同⽉⽐(埼玉) 対前年同⽉⽐(全国) 県内販売額
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ウ 新⾞登録・届出台数  

      
 
 
 
 
 
                

(５) 住宅投資 

＜個別判断＞弱含んでいる（前月からの判断推移→）                 

  

 

 

 

 

 
 
 
 
  

 新設住宅着⼯⼾数 
・住宅投資はＧＤＰのおおむね 3％程度にすぎませんが、マンションや家を建てるには⾊々な材料が必要となり、
また、建設労働者など多くの人に働いてもらわなければなりません。さらには入居する人は電気製品などを新
たに買換えることが多く、様々な経済効果を生み出します。 

・住宅投資は多額の資⾦を要するため、短期的な所得変動よりも、景気停滞期や回復初期における⾦利の低下、
地価・建築コストの安定、景気対策などが誘因となると考えられます。 

■2⽉の新⾞登録・届出台数は 21.6千台(前
年同⽉⽐▲3.0％)となり、5か月連続で
前年同⽉実績を下回った。 

【新⾞登録・届出台数】 
・消費されるモノで代表的な⾼額商品である、⾃動⾞
の販売状況を把握するもので、百貨店・スーパー販
売額と同様、消費動向を消費された側から捉えた業
界統計です。 

■1⽉の新設住宅着⼯⼾数は 4,363⼾(前年同⽉⽐▲5.5％)となり、2か月連続で前年同月
実績を下回った。持家が 1,105⼾(同▲2.0%)、貸家が 1,977⼾(同 14.7％)、分譲が 1,199
⼾(同▲32.0％)となっている。 
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出所：国⼟交通省「建築着⼯統計調査」

県内新設住宅着⼯⼾数

対前年同⽉⽐(埼玉) 対前年同⽉⽐(全国) 県内新設住宅着⼯⼾数
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出所：国⼟交通省「建築着⼯統計調査」

県内新設住宅種別着⼯⼾数（対前年同⽉⽐）

貸家 分譲 持家
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出所：⽇本⾃動⾞販売協会連合会・全国軽⾃動⾞協会連合会

埼⽟県⾃動⾞販売店協会・埼⽟県軽⾃動⾞協会

県内新⾞登録届出台数 （乗用〔普通、小型、軽〕）

対前年同⽉⽐(埼玉県) 対前年同⽉⽐(全国) 県内登録台数
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(６) 企業動向  

ア 倒産  

＜個別判断＞低水準で推移している（前月からの判断推移→）             

 

 
 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜参考＞県内企業倒産件数／金額 中期的推移  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■2月の企業倒産件数は 34件(前年同⽉⽐+4件)で、4か⽉ぶりに前年同⽉実績を上回った。
産業別では製造業が 10件で最も多く、小売業 6件、建設業 5件と続いた。 

■負債総額は 50.01億円（前年同⽉⽐▲1.39億円)。負債額 10億円以上の大型倒産が 2件発
生した。 

 倒産 
・企業が債務の⽀払不能や、経済活動を続けることが
困難になった状態を指します。 

・売上が増加している⿊字企業でも、必要資⾦が不⾜
し、倒産するケースがあります。 

・一方、倒産により企業の新陳代謝が図られ、ヒト・
モノ・カネの循環が円滑になる一面もあるといわれ
ます。 
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出所:東京商工リサーチ「企業倒産状況」(埼玉県)

県内企業倒産件数/⾦額（負債１千万以上）
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出所：東京商工リサーチ「企業倒産状況」(全国・埼玉県)
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出所：東京商工リサーチ「企業倒産状況」(全国・埼玉県）
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県内企業倒産件数/⾦額 中期的推移（負債１千万以上）
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イ 景況感  

＜個別判断＞緩やかに回復している（前月からの判断推移→）            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 30年 1月 11日公表の埼玉県産業労働部「埼玉県四半期経営動向調査」(平成 29
年 10〜12月期)によると、「景況感」は 6期連続して改善している。 
■経営者の景況感：緩やかに回復している。 
 自社業界の景気について、「好況である」とみる企業は 8.7％、「不況である」とみる
企業は 37.6％で景況感 DI（「好況である」－「不況である」の企業割合）は▲29.0となった。 
 前期（▲36.0）から 7.0ポイント上昇し、6期連続で改善した。業種別にみると、製造
業は 6期連続の改善、非製造業は 2期連続の改善であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■今後の景気⾒通し：やや慎重さがみられる。 
 今後の景気⾒通しについて、「良い⽅向に向かう」とみる企業は 9.4％で、前期（11.5
％）から 2.1ポイント減少した。また、「悪い方向に向かう」とみる企業は 21.1％で、
前期（18.8％）から 2.3ポイント増加した。「どちらともいえない」とみる企業は 69.6
％で、前期（69.7％）から 0.1ポイント減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

※本文中の割合(％)については、小数点以下第２位を四捨五入して表記しています。 
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《平成 30年 1－3⽉期「財務省関東財務局法人企業景気予測調査(埼玉県分)」》 
■平成 30年 1〜3月期の「貴社の景況判断ＢＳＩ」をみると、全規模・全産業ベースで
「下降」超に転じている。 

■これを規模別にみると、⼤企業、中堅企業、中⼩企業いずれも「下降」超に転じている。 
■また、業種別にみると、製造業、⾮製造業ともに「下降」超に転じている。 
■先⾏きについては、中堅企業は 30年 4〜6月期に、大企業は 30年 7〜9月期に「上昇」
超に転じる⾒通しとなっている。 

〔貴社の景況判断 BSIの推移(原数値)〕 
 

   (前期⽐「上昇」ー「下降」社数構成⽐）                  【単位：％ﾎﾟｲﾝﾄ】 
 29年 10〜12月 

前 回 調 査 
30年 1〜3月 
現 状 判 断 

30年 4〜6月 
⾒ 通 し 

30年 7〜9月 
⾒ 通 し 

全規模・全産業 6.9 ▲6.3 (  0.3) ▲3.8(▲0.6) 0.3 
 大企業 10.6  ▲1.6 (  0.0) ▲6.6(  0.0) 6.6 

中堅企業 8.2 ▲1.4 (  1.4) 4.3(  2.7) 0.0 
 中小企業 5.2 ▲9.7 (  0.0) ▲5.9(▲2.1) ▲1.6 
 製造業 11.7  ▲2.6 (  3.3) 1.7(  5.0) 9.6 
 非製造業 4.2 ▲8.4 (▲1.4) ▲6.9(▲3.8) ▲5.0 

 （注）（ ）書は前回（29年 10〜12⽉期）調査時の⾒通し。  （回答企業数 319社） 
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ウ 設備投資  

＜個別判断＞緩やかに増加している（前月からの判断推移→）               
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 平成 30年 1月 1１日公表の埼玉県産業労働部「埼玉県四半期経営動向調査」(平成 29
年 10〜12月期)によると、当期に設備投資を実施した企業は 2期連続で増加した。 
■当期（平成 29年 10〜12月期）は 2期連続で増加 
 当期に設備投資を実施した企業は 23.1%で、前期（22.5％）から 0.6ポイント上昇し、
2期連続で増加した。また、前年同期（21.7％）からは 1.4ポイント上昇した。 
 内容をみると、「生産・販売設備」が 46.7％で最も⾼く、「⾞輌・運搬具」が 27.4％、
「建物（工場・店舗等を含む）」が 21.9％と続いている。 
 ⽬的では、「更新、維持・補修」が 60.3％で最も⾼く、「⽣産・販売能⼒の拡⼤」が
35.0％、「合理化・省⼒化」が 21.3％と続いている。 

■来期（平成 30年 1〜3月期）の⾒通し 
 来期に設備投資を実施する予定の企業は 18.7％で、当期から、4.4ポイント下降する⾒
通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※本文中の割合(％)については、小数点以下第２位を四捨五入して表記しています。 

（
見
込
） 
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《平成 30年 1－3⽉期「財務省関東財務局法人企業景気予測調査(埼玉県分)」》 
■平成 29年度下期の「設備投資計画額」は、全規模・全産業ベースで前年同期⽐ 7.6％
の減少⾒込みとなっている。 

■これを規模別にみると、大企業は同 5.7％、中堅企業は同 22.4％、中小企業は同 18.6
％の減少⾒込みとなっている。 

■また、業種別にみると、製造業は同 9.8％、非製造業は同 6.3％の減少⾒込みとなって
いる。 

■29年度通期は、全規模・全産業ベースで同 6.9％の減少⾒込みとなっている。 
■30年度通期は、全規模・全産業ベースで同 2.7%の減少⾒通しとなっている。 
 

【前年同期⽐増減率：％】 
  

30年度通期 29年度下期 29年度通期 
全規模・全産業 ▲7.6（ ▲9.0） ▲6.9（ ▲4.8) ▲2.7 
 大  企  業 ▲5.7（ ▲7.1） ▲6.7（ ▲4.1)  ▲1.1 
中 堅 企 業 ▲22.4（▲25.5） ▲4.5（ ▲6.0) ▲17.9 

 中 小 企 業 ▲18.6（▲28.6） ▲18.7（▲23.3)   22.6 

 製  造  業 ▲9.8（   5.2） ▲5.1 (  6.0) ▲1.4 
 非 製 造 業 ▲6.3（▲15.4） ▲8.1 (▲10.5)  ▲3.2 

     （注）（ ）書は前回（29年 10〜12月期）調査結果。      
     「29年度」については、28年度、29年度ともに回答のあった企業（262社）の集計。 
    「30年度」については、29年度、30年度ともに回答のあった企業（211社）の集計。 
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４ 経済情報  

(１) 各種経済報告等  
ア 内閣府「⽉例経済報告（3月）」  

  

 《我が国経済の基調判断》：平成 30年 3月 16日公表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 先⾏きについては、雇⽤・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、緩や
かに回復が続くことが期待される。ただし、海外経済の不確実性や⾦融資本市場の変動の影
響に留意する必要がある。 

 《政策の基本的態度》 
  政府は、東日本⼤震災からの復興・創生及び平成 2８年（2016年）熊本地震からの復旧・
復興に向けて取り組むとともに、デフレからの脱却を確実なものとし、経済再生と財政健全
化の双方を同時に実現していく。このため、「経済財政運営と改革の基本方針 2017」、「未
来投資戦略 2017」、「規制改革実施計画」、「まち・ひと・しごと創生基本方針 2017」及
び「ニッポン一億総活躍プラン」を着実に実⾏する。さらに、人づくり革命と生産性革命を
⾞の両輪として少⼦⾼齢化という最⼤の壁に⽴ち向かうため、昨年 12月に閣議決定した「新
しい経済政策パッケージ」を着実に実⾏する。 

 働き方改革については、昨年 3月に決定した「働き⽅改⾰実⾏計画」に基づき、早期に関
連法案を提出し、成⽴を図る。また、平成 29年度補正予算を迅速かつ着実に実施するとと
もに、平成 30年度予算及び関連法案の早期成⽴に努める。 

 好調な企業収益を、投資の増加や賃上げ・雇⽤環境の更なる改善等につなげ、地域や中小
・⼩規模事業者も含めた経済の好循環の更なる拡⼤を実現する。 
 ⽇本銀⾏には、経済・物価情勢を踏まえつつ、２％の物価安定⽬標を実現することを期待
する。 
 

・ 個人消費は、持ち直している。 
・ 設備投資は、緩やかに増加している。 
・ 輸出は、持ち直している。 
・ 生産は、緩やかに増加している。 
・ 企業収益は、改善している。企業の業況判断は、改善している。 
・ 雇用情勢は、着実に改善している。 
・ 消費者物価は、このところ緩やかに上昇している。 

 景気は、緩やかに回復している。 
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イ 経済産業省関東経済産業局「管内の経済動向 (1月のデータを中心として )」  

 《今月の判断》：平成 30年 3月 14日公表 

 

 

 

 
《要旨》 
 生産活動は、輸送機械工業をはじめ 16業種で低下したことから、3か月ぶりの低下となっ
た。個人消費は、百貨店・スーパー販売額が 3か月連続で前年同⽉を上回ったほか、コンビニ
エンスストア販売額が 59か⽉連続で前年同⽉を上回った。乗⽤⾞新規登録台数は 4か月連続
で前年同⽉を下回った。 
  また、雇⽤情勢は、有効求⼈倍率が高い水準を維持するなど、総じてみると管内経済は、改
善している。 
 今後については、国際情勢や⾦融市場の動向が国内経済に与える影響について留意する必要
がある。 

■鉱工業生産活動  
 鉱工業生産指数は、電子部品・デバイス工業、鉄鋼業の 2業種で上昇したものの、輸送機械
工業、化学工業（除．医薬品）、生産用機械工業等の 16業種で低下したことから、3か月ぶ
りの低下となった。総じてみれば、生産は持ち直しの動きがみられる。 

■個人消費 
 百貨店・スーパー販売額は 3か月連続で前年同⽉を上回った。品目では、「飲食料品」、「そ
の他の商品」、「身の回り品」が好調だった。コンビニエンスストア販売額は、59か月連続で
前年同⽉を上回った。 
 乗⽤⾞新規登録台数(軽乗⽤⾞の新規販売台数を含む)は、軽乗⽤⾞が前年同⽉を上回ったも
のの、普通乗⽤⾞と小型乗用⾞が前年同⽉を下回り、3⾞種合計では 4か月連続で前年同月を
下回った。 

■雇用情勢 
 有効求⼈倍率は 80か月ぶりに低下し、新規求⼈倍率も 2か月ぶりに低下したものの、南関
東の完全失業率(原数値)は 8か月連続で改善するなど、雇用情勢は着実に改善している。 
 新規求人数(原数値)を産業別にみると、「製造業」、「サービス業（他に分類されないもの）」
などで前年同月を上回り、「卸売業、小売業」、「生活関連サービス業、娯楽業」などで前年
同月を下回った。 
 
 《主要指標の動向(1月)》 
  1.鉱工業生産活動 
   鉱工業生産指数：93.1、前月比▲6.7%（3か月ぶり低下） 
   出荷指数    ：88.3、同▲5.6％（3か月ぶり低下） 
   在庫指数      ：98.8、同+0.5％（2か月連続上昇）※平成 22年基準、季節調整済指数 

  2.個人消費 

    (1)百貨店・スーパー販売額 
     百貨店・スーパー販売額：7,053億円、既存店前年同⽉⽐ +0.6%（3か月連続増加） 
    百貨店販売額          ：2,657億円、     同       ▲1.3%（3か月ぶり減少） 
     スーパー販売額        ：4,395億円、    同       +1.8%（8か月連続増加） 

 

 管内経済は、改善している。  

・鉱工業生産活動 〜持ち直しの動きがみられる〜 
・個人消費    〜持ち直している〜 
・雇用情勢    〜着実に改善している〜 
・設備投資    〜前年度を上回る⾒込み〜 
・公共工事    〜4か⽉ぶりに前年同⽉を下回った〜 
・住宅着⼯    〜2か⽉ぶりに前年同⽉を下回った〜 
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     (2)コンビニエンスストア・家電大型専門店・ドラッグストア・ホームセンター販売額 
      コンビニエンスストア販売額 ：  4,132億円、前年同⽉⽐ ＋2.1%（59か月連続増加） 
     家電大型専門店販売額     ：  1,747億円、   同     +1.7％（3か月連続増加） 
     ドラッグストア販売額     ： 2,152億円、   同      +5.9％（11か月連続増加） 
     ホームセンター販売額     ：  1,079億円、  同    ▲0.8％（2か月ぶり減少） 

   (3)乗⽤⾞新規登録台数(軽乗⽤⾞販売台数を含む)  
     乗⽤⾞新規登録台数：127,861台、前年同⽉⽐▲1.7%（4か月連続減少） 
     普通乗⽤⾞：47,499台、同▲4.8％、⼩型乗⽤⾞：39,340台、同▲8.3% 
    軽乗⽤⾞ ：41,022台、同+10.0% 

   (4)実質消費支出(家計調査、関東・二人以上の世帯) 
    消費支出：1世帯当たり 301,974円、前年同⽉⽐(実質)▲1.0%（2か月連続減少） 

   3.雇用情勢 
       有効求⼈倍率（季節調整値） ： 1.61倍、前月差▲0.01ポイント（80か月ぶり低下） 
       新規求⼈倍率（季節調整値） ： 2.40倍、前月差▲0.13ポイント（2か月ぶり低下） 
     事業主都合離職者数         ： 13,850⼈、前年同⽉⽐▲9.0% （11か月連続減少） 
     南関東完全失業率（原数値） ： 2.5%、前年同⽉差▲0.8ポイント（8か月連続改善） 

   4.設備投資 
     法人企業景気予測調査(関東) ： 全産業前年度⽐＋6.4％、製造業同+5.6％、非製造業同＋6.9％ 
     設備投資計画調査 (首都圏) ： 全産業前年度⽐＋12.0％、製造業同＋9.8％、非製造業同＋12.7％ 
      同     (北関東甲信) ： 全産業前年度⽐＋11.4％、製造業同＋13.8％、非製造業同＋4.2％ 

  5.公共工事 
     平成 29年度累計公共⼯事請負⾦額：4兆 1,962億円、前年同期⽐＋2.8％ 
    公共⼯事請負⾦額        ：1,794億円、前年同月比▲30.1%（4か月ぶり減少） 

  6.住宅着⼯ 
    新設住宅着⼯⼾数               ：31,972⼾、前年同⽉⽐▲18.4%（2か月ぶり減少） 

   7.物価 
    消費者物価指数〈関東、生鮮食品を除く総合〉 ：100.2、前年同⽉⽐ +0.9％（10か月連続上昇） 
    国内企業物価指数〈全国〉     ：100.3、前月比+0.3%、前年同⽉⽐＋2.7%（5か月連続上昇） 
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ウ 財務省関東財務局「埼⽟県分の経済情勢報告（1月判断）」  

《総括判断》平成 30年 1月 31日公表   緩やかに回復しつつある  
  
 個人消費は、百貨店・スーパー販売額が前年を下回っているものの、コンビニエンススト
ア販売額は前年を上回っているなど、全体として緩やかに回復しつつある。 
 生産活動は、生産用機械や化学で増産が続いているものの、輸送機械に弱い動きがみられ
るほか、業務用機械が減産に転じるなど、全体として持ち直しのテンポが緩やかになってい
る。雇用情勢は、改善している。 

 先⾏きについては、雇⽤・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果により、着実に
景気が回復していくことが期待される。ただし、海外経済の動向などを注視する必要がある。 

【各項目の判断】 

項目 判断 主な要点 

個人消費 緩やかに回復しつつある 

 百貨店・スーパー販売額は、総菜などの⾷料品や化粧
品が好調であり冬物⾐料に動きがでているものの、10月
の台⾵の影響により前年を下回っている。コンビニエン
スストア販売額は、カウンターまわりの商品や総菜など
が好調であり、前年を上回っている。乗⽤⾞の新⾞登録
届出台数は、軽⾃動⾞は前年を上回っているものの、普
通⾞、⼩型⾞は完成検査問題などの影響により前年を下
回っている。これらのことなどから、個人消費は全体と
して緩やかに回復しつつある。 

生産活動 持ち直しのテンポが緩やかになっている 

 生産を業種別にみると、生産用機械や化学で増産が続
いているものの、輸送機械に弱い動きがみられるほか、
業務用機械が減産に転じるなど、全体として持ち直しの
テンポが緩やかになっている。 

雇用情勢 改善している 
有効求⼈倍率は上昇しており、完全失業率は低い⽔準

で推移しているなど、雇用情勢は改善している。 

設備投資 29年度は減少⾒込みとなっている(全規模・全産業) 

 29年度の設備投資計画は、製造業では前年⽐ 6.0％の
増加⾒込み、非製造業では同 10.5％の減少⾒込みとなっ
ており、全産業では同 4.8％の減少⾒込みとなっている。 

企業収益 29年度は増益⾒込みとなっている(全規模) 

 29年度の経常損益（除く「電気・ガス・⽔道業」、「⾦
融業、保険業」）は、製造業では前年⽐ 12.1％の増益⾒
込み、非製造業では同 8.8％の減益⾒込となっており、
全体では同 2.0％の増益⾒込みとなっている。 

企業の 
景況感 

「上昇」超となっている 
（全規模・全産業） 

先⾏きについては、30年 1〜3月期も「上昇」超の⾒
通しとなっている。 

住宅建設 前年を下回っている 
 新設住宅着⼯⼾数をみると、分譲住宅は前年を上回っ
ているものの、持家及び貸家は前年を下回っており、全
体では前年を下回っている。 

公共事業 前年を上回っている 
 前払⾦保証請負⾦額を前年⽐でみると、国で前年を下
回っているものの、市区町村、独⽴⾏政法⼈等、都県で
前年を上回っており、全体としても前年を上回っている。 
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エ 財務省関東財務局「管内経済情勢報告（1月判断）」  

           

《総括判断》:平成 30年 1月 31日公表   回復している   
 
 個人消費は、百貨店販売額が前年を下回っているものの、スーパー販売額及びコンビニエ
ンスストア販売額が前年を上回っており、全体として回復しつつある。 
 生産活動は、輸送機械に弱い動きがみられるものの、生産用機械、電気機械は引き続き増
産となっているなど、全体として緩やかに持ち直している。雇用情勢は、改善している。 
  先⾏きについては、雇⽤・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果により、着実に
景気が回復していくことが期待される。ただし、海外経済の動向などを注視する必要がある。 

【各項目別判断】 

項目 判断 主な要点 

個人消費 回復しつつある 

 スーパー販売額は、総菜や冷凍⾷品などが好調であり、
前年を上回っている。コンビニエンスストア販売額は、
カウンターまわりの商品や総菜などが好調であり、前年
を上回っている。百貨店販売額は、化粧品が好調であり、
⾼額品、冬物⾐料が堅調であるものの、10月の台風の影
響により客⾜が遠のいたことから、前年を下回っている。 
家電販売額は、AIスピーカーなどの新製品が好調である
とともに、白物家電が堅調であり、全体として前年を上
回っている。また、乗⽤⾞の新⾞登録届出台数は、普通
⾞、軽乗⽤⾞が前年を上回っているものの、⼩型⾞が完
成検査問題などの影響により前年を下回っている。この
ほか、旅⾏取扱⾼及び外⾷産業の売上⾼は前年を上回っ
ている。これらのことなどから、個人消費は全体として
回復しつつある。 

生産活動 緩やかに持ち直している 

 生産を業種別にみると、輸送機械に弱い動きがみられ
るもの、生産用機械、電気機械は引き続き増産となって
いるなど、全体として緩やかに持ち直している。 
 なお、非製造業では、リース業の取扱高は前年を上回
っており、情報サービス業、広告業の売上高も前年を上
回っている。 

雇用情勢 改善している 有効求⼈倍率は緩やかに上昇しており、完全失業率は
低い水準で推移しているなど、雇用情勢は改善している。 

設備投資 29年度は増加⾒込みとなっている(全規模・全産業) 

 製造業では前年⽐ 7.8％の増加⾒込み、非製造業では
同 5.9％の増加⾒込みとなっている。全産業では同 6.6
％の増加⾒込みとなっている。 

企業収益 29年度は増益⾒込みとなっている(全規模) 

 製造業では前年⽐ 7.1％の増益⾒込み、非製造業では
同 3.9％の増益⾒込みとなっている。全産業では同 4.9
％の増益⾒込みとなっている。 

企業の 
景況感 

「上昇」超となっている 
（全規模・全産業） 

大企業、中堅企業は「上昇」超幅が拡大し、中小企業
は「上昇」超に転じている。 

住宅建設 前年を下回っている 
 新設住宅着⼯⼾数をみると、持家、貸家、分譲住宅の
いずれも前年を下回っている。 

公共事業 前年を上回っている 
 前払⾦保証請負⾦額をみると、都県、独⽴⾏政法⼈等、
国、市区町村で前年を上回っており、全体としても前年
を上回っている。 
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(２) 今月のキーワード「広告のデジタル・トランスフォーメーション」 

・株式会社電通が 2月に発表した「日本の広告費」によると、2017年の総広告費（６兆 3,907
億円）の中でもインターネット広告費（1兆 5,094億円）が 4年連続 2桁のプラス成⻑とな
り、全体を押し上げる結果となりました。 

・インターネット広告が成⻑する背景には「デジタル・トランスフォーメーション」の進⾏が
あります。 

・「デジタル・トランスフォーメーション」とは、ITの浸透によってアナログだった活動がデ
ジタル化され、⼈々の⽣活をより良い⽅向に変えるという概念です。 

■ユーザー（顧客）側の変化 

・スマートフォンをはじめとするモバイル端末の普及によって、インターネットに触れる時間
が大幅に増加しています。 

・購買⾏動にも変化が⽣じています。何かを買おうとするとき、事前にインターネットで検索
し、購入後もＳＮＳ等を通じて感想や評価を共有するようなりました。こうした感想や評価
が再検索され、更なる購買⾏動に繋がります。 

■広告主（企業）側の変化  

・従来の広告は費用や実施期間が固定的で、多額の経費がかかりましたが、ITの活用により、
ユーザーのアクセスや購買状況等をみながら費用や実施期間を柔軟に変更できるようになり
ました。その結果、少額・短期間の広告を⾏うことも可能となりました。 

・また、テレビＣＭのような従来の広告は、多くの方に「まず知ってもらう」ことに目的が限
定されていました。これも、ITによるデータ活用技術の進展により、ユーザーのニーズや関
⼼度に応じた広告の実施や多様な広告の使い分けが可能となりました。 

・少額の広告の活用など、小さい企業でも工夫によって効果的な広告ができるようになりまし
た。デジタル・トランスフォーメーションを踏まえた広告設計は、規模の大小に関わらず、
企業が将来にわたり勝ち残る要因のひとつとなっています。 

 

 

 

 
 

 

 

 

                         
 

 
 
   
 

ユーザーのニーズや関⼼度に応じて広告を使い分ける 

マスコミ広告 
（TV、ﾗｼﾞｵ、新聞、雑誌） 

関心が低いユーザーに 
まず知ってもらう 

検索や⼝コミで 
関心を持ってもらう 買ってもらう 

動画広告 
(YouTube) SNS広告 

(facebook、Twitter…) 

リスティング広告※ 
※ﾕｰｻﾞｰが検索したｷｰﾜｰﾄﾞに
関連する広告を表示 
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(３) 今月のトピック「埼玉県内企業の雇用情勢」  

  従業員数の現状判断は「不⾜気味」超幅が拡⼤  

■財務省「法⼈企業景気予測調査（埼⽟県分）」(第 56回 平成 30 年 1－3月期調査)による
と、平成 30年 3月末時点の「従業員数判断 BSI」は、全規模・全産業ベースで 34.0％ポイ
ントと「不⾜気味」超幅が拡⼤している。 

■これを規模別にみると、大企業は「不⾜気味」超幅が縮⼩し、中堅企業、中小企業は「不⾜
気味」超幅が拡大している。 

■また、業種別にみると、製造業は「不⾜気味」超幅が拡⼤し、⾮製造業は「不⾜気味」超幅
が縮小している。 

■先⾏きについては、⼤企業、中堅企業、中⼩企業いずれも「不⾜気味」超で推移する⾒通し
となっている。 

 〔従業員数判断 BSI(原数値)〕 
  （期末判断「不⾜気味」－「過剰気味」社数構成⽐）         【単位：％ﾎﾟｲﾝﾄ】 

 29年 12月末 
前回調査 

30年 3月末 
現状判断 

30年 6月末 
⾒通し 

30年 9月末 
⾒通し 

全規模・全産業 30.6  34.0(  25.2) 25.1(  20.6) 22.9 
 大企業 19.4  19.0(  19.4) 15.9(  14.9) 15.9 

中堅企業 38.9 40.6( 23.6) 23.2(  20.8) 18.8 
 中小企業 31.4 36.6(  27.7) 29.0(  22.5) 26.8 
 製造業 26.1 36.0(  17.6) 24.6(  13.4) 19.3 
 非製造業 33.2 32.8(  29.4) 25.4(  24.6) 24.9 

 （注）（ ）書は（29年 10〜12⽉期）調査時の⾒通し。      （回答企業数 319社） 

【出典：平成 30年 3月 12日 財務省関東財務局】 

 
〜内容について、ご意⾒等お寄せください〜 

 発⾏  平成 30年 3月 30日 
 作成 埼玉県企画財政部 計画調整課 
       総括担当  河野（ｶﾜﾉ） 
       電話 ０４８－８３０－２１３４ 
       Email  a2130@pref.saitama.lg.jp 
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